
はじめに

1993100020.TIF

インド・ネパール関係
一一貿易・通過条約の展開一一

はじめに

I 1950句平和友好条約の｜人l符と1/¥J題点

II 貿易・通過条約に臨むインドの姿勢

III 経済外交と政治外交

N 紛糾U>[9削＂＂代を経て IfVcjf,y: ff常化」の90:r代へ

結論

はじめに

インドのわIネパール外交は，インドの外交戦略

の中では副次的に扱われてきた。副次的という環

山は，インドω汁ネノ｛－ル外安の基本姿勢が，ネ

パールといかなる二国間関係を構築すべきかとい

う命題に立脚するのではなしチベット・中国を

念頭に置いたインドの対外戦略の中での緩衝国家

としてネパールを重視してきたことによる η イン

ドのこのような姿勢が，インド・ネパール関係の

展開を規定する大きな要因となっており，両国関

係にさまざまな問題を生じさせてもいる。ネパー

ルを中国に対する緩衝国家と捉えることから午じ

た典型的な摩擦例は，ネパールが「インド離れ」

もしくは「中印等距離ー外交を試みた擦のインド

の反応に見られる。たとえばネパールが，中l:[J聞

の等距離外交を立識してヒマラヤ地域を「平和地

帯」(it1）と宣言し，各国の支持を集めていた時，

ネパールにとって肝心の国であるインドは，徹底

的にこれを無視した。また品近の例では，ネパー

ルが中国からの呉器輸入を実行したことをf照由に，

1989年にインドはネパールの「経済封鎖」を強行
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井上恭子

したの

インド・ネノfール関係をネパール側から見ると，

潤の構図が浮かび上がる。インド以外に外とのア

クセスを実質的に持たない内陸固というネパール

の地理的条件は，インドへの依存を不可避として

いる。ネパールにとっては，隣接する「大国」イ

ンドといかなるこ国間関係を持つかは，死活問題

である。ここに，二国間関係に対する両国の外交

基本姿勢の差があるe

インド・ネパール関係はこのくい違いを抱えな

がら展開してきた。矛盾が鮮明に現われる分野の

ひとつは，経済関係である。インドが自国の政治

・経済体制保持のためにとる措置は，必ずしもネ

ノfールの国益とは一致しない。本論の目的は，上

記ωような姿勢ωくい違いが両［Iiiの!Jil家関係の展

開にどのように影響を与えたかを理解することで

ある。そのために，両国が締結した貿易・通過条

約の内容と変化を検討し，それによって両国の経

済関係さらには両国関係の本質と実態を理解した

いと考える。

（注1) 1973年のアルジェでの非同盟諸国首脳会議で

仁レンドラ国王が，｛ネパールを平手II地帯とする」構想

を発表L,75年の阿国王戴冠式後のレセプションで，ネ

パールの外交政策の柱として「ネベール平和地帯ー電言

が出された。これに対する各国の支持の動向が．それぞ

れの悶の同構想へのt'i'ftltiを物語っている。近隣諸国の，，，

では＇ qi固とパキス 7ンはしBち早く 1976年に構想への支

持 ~,KIIJJ，翌77年にはハングラデシヱが， 80年にはビル

マ，スリランカが支持を表明した。

Fアジア経済』 XXXIV-10(1993.10) 



Ⅰ　1950年平和友好条約の内容と問題点
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（出所） 筆者作成。

（注） インドの道路網は省略c

I 1950年平和友好条約の内容と問題点

ネパールの地形・地理的条件は，外への経由地

としてインドを利用せざるをえない内陸国として

ネパールを運命づけている（第1図）。「（ブータン

を除くと）世界中にネパールほど，外への通過便

宜をただひとつの国に依存している国はない」(ii'!)

との見解は正鵠を射ている。この条件に加えて，

ネパールと隣接するインドが，ネパールiこくらべ

てはるかに大きい経済力を持ち，ネパールに強い

影響力を持つことから，「中央と周辺4 という定

義もできょう（注針。

一方，インドにとってネパールを中心とするヒ

マラヤ地方は，北方への防衛線という意味で重要

である。この認識はイギリス植民地時代から踏襲
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されてきたもので，イギリスから独立した1947年、

インドが国防上の懸念として抱いたのはチベット

への中国の侵攻とそれがもたらすインドへの圧力

であった。インドにとって幸いなことに，当時は，

中国の園内事情から本格的なチベットへの子渉は

始まっておらず，北方からの圧力の懸念は少なか

った。したがってインドは，中国との共存を探る

余裕があり，その間に，ヒマラヤ地域の小王国ネ

ノfール句シッキム，ブータンとの関係強化策をと

ることができた。しかし1950年の中国人民解放軍

によるチベットへの進攻は，インドlこ中国との直

接衝突の危機認識をもたらし，ヒマラヤ地域政策

の強化と修正を迫ったc これは，ヒマラヤ地域に

存在する小国；こ対する防衛がらみの外交路線とな

って直接反映した惜3）。

インドとネパールの国家関係は， 1950年に両国

I9 
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が締結した平和友好条約が起点となっている。そ

れ以前の，ネノfールとインド（イギリス領インド）

との関係は， 1923年イギリス・ネパール友好条

約（怜4）で規定されていた併5）。この条約でイギ I)

スは，ネパール山主権を認め，さらに，ネノfール

がインドからもしくはインドを経由して兵棋を調

達する自由も認めた。この条約締結以降ネパール

は，イギリスにきわめて協力的な姿勢を保持し，

当時インドで盛り上がっていた反英独立運動には

距離を置き，むしろそれが反政府運動という形で

ネパール園内へ波及してくるのを恐れて警戒的・

抑圧的姿勢を貫いた。

インド独立に際して， 1947年7Jiにインド・ネ

ノfール・イギリスは，当面イギリス時代の関係を

維持ずるとの判定的な現状維持合意を結んだのし

たがって正式な条約締結を早急に必要としていたさ

しかし条約締結に向かうインドとネパールω姿勢

は対極にあった。つまり， 1Nアジアの国際情勢の

新展開の中で，インドが国家利益を積極的に追求

していこうとするのに対して， f呆日程fiイギリスを

失ったネパールは，そのようなインドと対決する

ことが同家としての再出発点となったのである。

また，ネパールの国内事情としては当時，過去

100年間にわたり国王から統治権を奪って専制酌

な摂政政治を続けてきたラナ家による支配体制に

対して，インド独立に鼓舞された反対運動が勢い

を増しつつあり，ラナ体制への脅威となり始めて

いた。これはラナ摂政政府にとって，インドと交

渉するにあたっての大きな弱みであった。という

のは，反ラナ体制運動の中心には，インドドl民会

議派と緊密な関係を持つネパーリー・ゴングレス

(Nepali Congr間に NC)Cil61が存在していたからで

ある。ラナ政府は，交渉の過程でインドが，反ラ

ナ運動を鼓舞して政治的な圧力をかける可能性を
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懸念し，瞥成した。しかしこのことは，インドの

立場を強めるものでもなかった。というのは，先

に述べたようにチベットへの中岡の圧力が，ネノf

ールとの早急な条約締結をインドlこ迫っていたか

らである。インドは，中国に対する守りを隣｜める

よとを優先した。

1949年央以降インドとネノfールは，二国間条約

の話し合いを本格的に開始する。条約交渉に臨む

ラナ摂政政府の思惑には，イギリスが南アジアか

ら撤退した状況下で，インドに対して何らかの切

り札があるとすれば，それは中国の存在である，

したがってこの切り札をラナ体制維持のために有

効に用いるべきだとの考えが基調にあった。ラナ

政府は，中国の存在がネパールにインドとの交渉

力を与えることを期待し，ネノ《←ル国内問題を不

問としたままでの締結をインドに促した悦7)8

ヲナ政府の読みはどの点ではあたっていたとい

えるだろう。インドは，ネパールに中国の影響が

強まることに深い懸念を持ち，条約の締結を急い

だ。しかし，条約の内符を見ると．必ずしもネパ

ールiこ有利とはいLミ切れなし＇。むしろ，下述する

付随交換文書の存在，同時に締結された通，m条約
の内容などから，逆にネパールの外交的限界が明

らかとなる。さらに，条約交渉の過程でインド政

府は，ネノfールにラナ政府が存続することの危険

性を再認識する。この認識は，中国からの圧力が

(,1,まるとともにますます強まり，後に述べるよう

にイント、に，ラナ政府の打倒と政治体制改革のた

めの介入を正当化させるのである。

しかしともかく 1950年7月：n日に，ネノfールの
ラナ政府とインド政府は平和友好条約と通商・貿

易条約を締結し， 1923年イギリス・ネパール友好

条約その他すべてのインド・ネパール関係に関す

る条約はどの条約に代えられた。平和友好条約は
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全10条からなっている。

平和友好条約は，両国の古来からの結びつきを

認め，これをさらに強化することを希望し，相況

に主権，領土保全，独立を認め（第l条），近隣国

との深刻な紛糾事態、に際しでは相互に通報しあう

ことを義務と定め（第2条入ネパールは，インド

からもしくはインドを経由する兵器輸入の自由を

保持し（第5条入双方は双方の国民に，自国内で

の産業・経済活動への参加と補助・契約認可に関

して内同民待遇を約束し（第6条），相瓦に相手国

国民に間住，財産取得，貿易・通商活動，移動そ

の他で対等な待遇を与えている（第7条）｛注8）。

こω条約の注日すべき点として2点を挙げてお

きたい。第1点は，後に両国間で政治問題となっ

た第5条の兵器購入に関する箇所である。 1923年

イギリス・ネパール友好条約は，同じく第5条で

ネパールの兵器購入権限を認めているが，これに

は，「この取り決めは，イギリス政府がネパール

政府の意図を友好的であると考え，それがインド

への危険とならないと判断するかぎり有効であ

る」との文言が続いている。これに対して平和友

好条約は，単に兵器輸入の自由を認めているだけ

で， 1923年イギリス・ネノfール友好条約よりはる

かに単純である。

しかしこの平和友好条約には付随の交換文書が

あり，その存在は1959年にネルー・インド首相が

言及するまで公にされなかった。この交換文書は

1959年に，ネノレーによる「ブータンもしくはネパ

ールへのいかなる侵略も，インドへの侵略と考え

るJ との発言が紛糾を呼んだ時，背景品明として

公にされた（花9）。交換文書は，「平和友好条約の

話し合いの際に，特定の事項に関して細目を交険

文書で規定することに合意したーと述べたうえで，

「両国政府とも互いの国への外国の侵略を容認し

インド・ネパール関係

ない。このような脅威に対しては五いに協議し，

有効な対抗手段を検討する」，また，「ネパール政

府は，インドを経由して輸入する兵器についてイ

ンド政府の支持と合意のうえに輸入することに合

意する」としている。さらに，「ネバール政府が，

ネパールの天然資源開発と産業プロジェクトを外

国の援助で行なう際lこ，インド側の提示する条件

が外国側の条件より劣っていないかぎり，ネノ｛－

1レ政府はインド政府と同国民を優先的に過する」

ことを約束し，「両国政府はまた，双方の安全に

脅威となりかねない外同人の雇用を差し控える」

ことを約束している瀧10）。ちなみに，インドがブ

ータンと1949年8月に結んだ友好条約，シッキム

と50年12月に結んだ平和条約では，兵器輸入に関

してはインド政府のfぷを必要とする旨ω文言が

つけ加えられている川11)。シッキム，ブータンlこ

対しては，兵器輸入を規制でき，むしろこれらの

同の防衛をインドが肩代わりするとの約束のも

とに条約を締結したが，ネパールに対しては同じ

方法はとれなかった。軍事に係わる分野でネパー

／レの自由裁量権を制限したいインドと，この問題

を主権と考えるネパールとの間で，厳しい交渉が

あったことは想像に難くない。こω交渉の結果が

条約の第5条となり，約10年近く存在が伏せられ

てきた付随交換文書となったのである。

平和友好条約には，もうひとつ重要な意味を持

つ簡所がある。それは第6条の，「相互自国民待

遇」規定である。「相互n国民待遇」条項は 1923
年イギリス・ネノ｛－）レ友好条約にはない。その理

由は，ネパールが伝統的に鎖国政策をとっていた

ことから， 1923年時点では相互の国民の交流を想

定する必要がなかったためである。平和友好条約

に‘ニの規定を加えた理由は，上記の交換文書があ

る程度説明している。同文書はこの点について，

2I 
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「インド政府は，しかるべき時まで，ネパールの

ネパール国民を無制限な競争から保護する必要が

あると考える。保護の期間と内容は両国政府の合

意に基づき決定される」としているつ

しかし「ネパール人を経済的に保護する目的4

とはいえ「相互自国民待遇4 は問題を含む規定で

ある。とくに時代が下るにつれてネパール測で紛

糾するようになった。「相互自国民待遇」規定は

当初，ネパールの厳しい外国人規制からネパール

におけるインド人の経済活動は制限されており，

その反面，インドでのネパール人の活動は自由で

あったため，ネノtール人保護を主眼にした規定と

説明され，理解された。しかし同時に締結された

通商・貿易条約が，後述するように「ネパール・

インド共同市場」を指向していること，「相互自

国民待遇」の内容が暖昧なままにされたこと，さ

らに第7条の内容などを考えあわせると，逆の面

つまり「ネパールにおけるインド人の保護」が重

要な意味を持つのである。ネパールが「相互自国

民待遇」を不平等と見るようになることは，ネノf

ールとインドの国力の差を考えると容易に理解で

きる。インド人のネパールへの経済的進出はネノf

ール経済を左右する力を持ちうるが，ネパール人

のインドへの経済進出の影響は，あるとしても限

定的なものである悦12）。

ところで，条約調印の過程でインドがラナ政府

を，インドの対中国政策の中の危険要因として認

識したことは先に触れた。その危険認識が， 1950 

年10月の中国人民解放軍のチベット進駐という事

態により急速に深まり，その結果インドにネノTー

ルへの政治介入の道をとらせた。つまり1950年末

のネパールの政変と51年の「王政復古ーである。

以下に，その過程に簡単に触れておく（注13）。

1951年の王政復古までの 100年間，ネパールで
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は，ラナ家一族が国王から政治の実権を奪い，一

族による摂政体制を続けてきた。王政復古は，ラ

ナ家摂政体制のもとで実権を剥奪されていたトリ

パヴァン国王が， 1950年11月6E3にカトマンド？

のインド大使館lこ保護を求め， 2日後にインドに

亡命したことに端を発している。これと前後して，

ラナ体制に反対し，政治の民主化を求める NCの

運動が活発化した。王政復古は1951年1月に，イ

ンドの調停のもとにラナ政権が，国王の復帰，新

内閣の発足， 52年の総選挙実施，反政府政治運動

家への恩赦などに合意して実現した。この合意に

従い，同年2月lこ，ラナ家，国王， NCの三者代

表からなる暫定内閣が成立し，これによりラナ家

摂政体制は終鷲した。

ただし新政治体制は円滑に移行したわけではな

い。暫定内閣の成立後は，国王と政党の聞に政治

の実権を巡る抗争が始まった。王政復古iこ続く10

年間，国王は，政治参加拡大を主張する NC（こ対

して権力分与を徹底的に渋った。暫定内閣の解任，

後任内閣の樹立と解任が繰り返され， 1952年に約

束された総選挙は延期され， 55年に一旦は，総選

挙の日程が57年10月と設定されたが，それも延期

された。結局，総選挙が実施されたのは1959年2

月であった。選挙は1957年12月iこ布告され， 59年

に入って投票直前に憲法が公布された。この1959

年憲法の最大の特徴は，国王に最高権限を委ねる

ことを明記している反面，民主的政治機構lこは言

及がないことであるc この憲法に従って国会選挙

が実施され，ネノ｛－ Jt.,初の民選内閣として1959年

5月；こ NCのB・p・コイララ内閣が誕生した。

この初の民選内閣は，当然，政治権力のあり方，

つまり王権の削減と権限の移管を要求して，国王

と激しく対決した。これに対して国王は，翌1960

年2月にコイララ内閣を解散，憲法を停止，議会
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を解散，政治家の逮捕という強硬手段に出た。

1960年のこの事件以降，ネパールの政治体制は，

王権の強化が進む一方で，政治・政党活動の禁止

により活動家は，圏内では運動を放棄し，あるい

は地下に潜行し，また，インドなど国外に逃れて

武装闘争も含む反政府運動を展開するという，抑

圧と対立の時代を迎えた。

その間のこの地域の国｜際関係を見ると，対立を

深める中国とインドの間に位置するネパールに対

して，中国とインド双方からの外交的働きかけが

活発化しているのがわかる（本論文末尾の付表参

照）。ここで再度留意しておきたいことは。イン

ドの対ネパール政策の基本｝j針には，中国とω緩

衝国家であるネパールを統制するという重要な要

素が合まれていることである。インドは，ネパー

ル政府による国内の政治弾圧は好まないものの，

中印関係の緊迫化という状況下でネパールに政治

介入した場合，インドへの反発からネパール政府

が対中国傾斜を強めることを恐れた。そうなると

インドの対中国戦略の足花が崩れることになりか

ねない。その判断から，ネパールの国内政治問題

を当面は棚上げにし，外受両でネパー／レの協力を

確保するという策を優先した。インド・ネパール

関係に関するかぎり中印対立は，ネパールの戦略

的重要’rtを高め，ネパールの対インド交渉力を強
めたのである。この関係の変化からインドは，た

とえば条約更新に際してネパールの要求に歩み寄

り，またネパールの国内政治への介入を手控えた。

(lt 1 ) Poudyal. S. R., Foreign Trade, Aid and De-

velopment in Nepal.，ニューデリー， Commonwealth

Publishers, 1988年＇ 2ページc

(it今 2) Blaikie, I'. M.; J. Cameron; J. D. Seddon, 

Nepal in C門・sis:Growth and St，坦gnationat 伽 Pen神・

6η，ニューデリー， OxfordUniversity Press, 1980年，

インド・ネパール関係

75～84ページ。

（柱3) この関のインド側の反応、は， Gupta,Karuna・ 

kar. Indian Foreign Policy: In島伽ceof Natioml 

interest，カルカッタ， WorldPress, 1956年／1,iJ,India 

in World Politics: A Period of Transition，カルカッタ．

Scientific Book Agency, 1969年／Dutt.V. P., Ind匂＝

Foreign Policy, Vikas I’ublications，ニューデリ－， 1984 

年ほかを参照。たとえばジャーは，ヒマラヤ池械へのイ

ンドの姿勢が変わった背景に， (1)中国の共産党政権の発

足とチベットへの進攻，（2）ネパール，シッキムなどでの，

とくにネパールでの政治変動，（3）大国とくにアメリカの

関心がネペールにj主がれ始めたこと，を挙げている。

Jha. Raj Kumar, The Himalaya’t Kinr:doms in Indian 
Foreign Policy,，ランチ， MaitreePublications, 1986年，

74ペーシ。

（註4) 1923年12月zrn調印。条約は， Bhasin,A. S. 
編， Documentson Nepal'.¥ Relations with India and 

Chi：削， 1949-6δ，ボンベイ， AcademicBooks, 1970年，

10～11ベーシを参照。

(ii: 5) そω他のヒマラヤ諸国に関しては，ブータン

と結んだ1910年条約で，イギリスlまプータンの内政』こ子

沙せず，ブータンは外交をイギリスω桁導に委ねること

に什意し，シッキムは1861｛下締結の条約でイギリスの保

護国となった。

W, 6) インドのヴァヲナシで1947年に亡命ネバール

人を中心に結成されたネパーリー・ナショナル・コングレ

ス（NepaliNational Congress）と，カルカッタで48年

に同じく亡命ネパール人を中心にが，Iえされたネバール

・デモクラティ yク・ゴングレス（NepalDemo仁ratic

c冶ngress）が， 50年4月にカルカソタで正式合併し，ネ
パーリー・コシグレスが発足した。

(ii 7) ラナ政府は1950年5月，インドに特使ヒジャ

ヤ・シャムシェルを派遣し，「インドが（ネパールの

引用者）政治改革を伺時に主張しなければ，ネパールは，

インドの提案に沿ったIf；で条約に調印する用意があるJ

と打診し，インドに早期謁印を｛足した。 Shaha,Rishi-

kesh, Modern Nepal: A Political Histoη 1769-1955, 

ニューデリー， ManoharPublications, 1990年， 196～ 

197ペーシ／Rose,Leo E., Nepal.』Strategyfor Survival, 

デリー， Oxford University Press, 1973if'., 183～184 

べ←ジほか。

（注射条約は，Jha，前掲書，付録A,"Text of India-

Nepal Treaty of Peace and Friendship，＇’347～349べ
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ージを使用リ

(i主9) ネル一発言とは，＇t'fllliil境紛争に関して1959

年11月27日にド院でなされた答弁。 Nehru,Jawaharlal, 

India ’S Foreign Policy: Selected Speeches, Sep，的nber

1946 April 1961，デリー， PublicationsDivision, Min-

istry of Information and Broadcasting, 1961年， 374ペ

ージ。このネルー答弁に対して， B・p・コイララ・ネ

ノfール首相（当時）は，「ネパールは主権独立国家であ

る。外交も内政も独自に判断して決定する」との声明を

カトマンド！りで発表した (1959年11Ff 29日）。とれに対

してネルー首相は．記者会見で，条約に付随する交換文

洋の存在とその内容を明らかにしたの Bhasin，前掲：/!j,

27～29ページ。

（注10) 交換文書は， Muni,S. D., Foreign Policy of 

Nゼpal，デリー， National Publi只hersHouse, 1973 if, 

付録V，“LetterExchanged with the Treaty," 286～ 

287ページを利用。

（注11) これらの条約は， Jha，前掲書， 356～363ペ

ージを参照。

（注12) シャハは，将来の問題として，平和友好条約

第7条と併せて二喧国籍発生の可能性を挙げ，同籍に係

わる政治紛争も予測している。 Shaha，前掲書， 199ペー

-・ ，。
（注13) E政彼古から1960'.J千代＇I＇ばまでのネノ ｛－Ivの

政治史は，Joshi,Bhuwan Lal; Leo E. Rose，品mocralit

In世O官ationin N1•/xd: A Case Study of Politicαl Aαul 

turation，パークレー， Universityof California Press, 

1966年が詳しし'o 

II 貿易・通過条約に臨むインドの姿勢

1950年平和友好条約と同時に通商・貿易条約が

締結された（ifI ）。通商・貿易条約は全10条からな

り，その主な内容は，インドはネパールに，イン

ドの港と領土を経由する貨物の，自由かっ無規制

の通過権を認め（第1条），インドの港に輸入さ

れネパールに丙輸出される貨物は，インドの港で

の課税を免除され，ネノfールの到着地点lこ至るま

で開梱されず（第2条），消費税・関税免除の貨

物通過権はネパール出自の貨物がインドを経由し

24 

てネパールに再入国する際にも適用され（第3条），

インドを経由してインドの港から輸出されるネパ

ール出自の貨物には自由で無規制の通過権が与え

られ（第4条入ネパールはインド以外との輸出

入間物に司インドで適用されている関税率を下阿

らない率で課税することに合意し，さらに，ネノf

ール産品がインドに輪出される擦に，そのネパー

ル産品が，すでに中央消費税を課せられているイ

ンド産品よりも価格有利とならないよう充分な輸

出税をかけることに合意し（第5条入相互の経

済に不可欠の物資の供給を最大限援助し（第6条），

両同は両国貿易関係者の接触を奨励し，物資の輸

出入に使宜を図り，最も経済的で便利な輸送ルー

トの使用に便宜を図ることに合意し（第7条入

通常の国際手続きに従い民間航空機の上空通過を

認める（第8条），などとなっている。条約の有

効期間は10年間である。

この条約は，インドを経由するネパールの対第

三国宵易について，貨物の自由通過を認め，イン

ド消費税・輸入税の課税を免除するなどの点で，

1923年イギリス・ネパール友好条約からの大幅な

改善といえるが，第5条がネパール側の不満を呼

んだ。この条項でネパールは独自の課税権を放棄

したことになる。ネパールの貿易，産業，税収へ

の波及がどのようなものであろうとも，インド以

外の国との貿易ではインドの関税体系に準じ，イ

ンドへの輸出の場合はインドの物価水準にあわせ

輸出税を課して価格調整をすることになる世2）。

さらに，インドを経由する貨物輸送のためのよ頁雑

な手続きが導入されたことに対しては，調印直後

からネパール国内にヂ満の声が上がり，条約を調

印したラナ政府は，「不平等条約を受け入れた反

民族主義者」として厳しく非難された惟3）。

この条約は10年後に貿易・通過条約として更新
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されるが，その検討の前に，その10年間のインド

・ネパール関係について見ておきたい。両国関係

はこの時期，経済l!Jl係，経済協力の耐でも拡大す

る。インドはネパールの経済開発計l由i作成に助iげ

を与え，ネパールの第l次5カ年計l耐は1956年に

発足する。インドは，水資源開発プロジ工ク卜，

道路建設に乗り出し，インドのラクソウルとカト

マンドゥを結ぶネパール最初の自動車幹線道路

「トリパヴァン・ラージパト」の建設，カトマン

ドヶ空港整備などが，インド軍工兵隊ω子で行な

われたりこれらのプロジェクトは，「ネパールの

安全はインドω安全」であるとのインドω戦略思

想に発しているとして，ネパール側からの批判が

あった。 1952年には，ネノfール軍の強化とインド

．ネパール軍事協力のためにインドが軍事使節団

をネパールに派遣しており，これもネパールにお

ける反インド感情の増大につながった悦4）。

ネパールの対インド外交姿勢は1950年代央以降

変化が認められる。これは， 1955年のトリパヴア

ン国王ω死去とマへンドラ新国王の即杭（ii:5）とい

う時期と重なっている。マへンドラ国王はまず，

T・P・アチャリヤを，次いで、K• I・シンを首棺の

座につけ（泊目），中印「等距離・中立J 外交姿勢を

ちらつかせながらインドとの関係調節を図った。

このl両首相1とも，なかでもアチャリヤは反インド

姿勢て＇fif，であるいアチャリヤ首相のもとでネパ
ールは， 1956｛下にソ連と国交を樹立し， ，，i）年には

中固とチベ、yトにIY:lする協定に調印した。中杯｜も

ネパールのこのような姿勢に呼応して， 1957年1

月には周恩来首相がネノfールを訪問，そこで有名

な周思来発言「ネパールと中国は血のつながった

兄弟」がHiされるIiI. 7）。

当然のことながらこれに対してインドの懸念も

強まり，ネパールへの働きかけも活発になってい

インド・ネパール関係

く。 1959年3月のチベット動乱後，同年6月にネ

ル一首相がネパールを訪問，ここで共同コミュニ

ケが発表された。コミュニケは，チベット問題を

含む国際情勢，耐戸｜共通の社会・経済問題が話し

合われたとし，双んーの「見解と政策の一銭」を強

調している (il'.8）。これに， 1959年11月27日のネル

ー首相の国会発言「プータンもしくはネベールへ

のいかなる侵略もインドへの侵略とみなすJ，ま

た前述の．平和友好条約への秘密交換文書問題な

どが続き，ネバールのインドに対する苛v_ちが強

まった。一方， 1960年4月には周恩来中国首相が

ネパールを訪れ，中印問でのネパールの中立性維

持を意図して「ネパール独自の政策」を讃える発

言をするc またこの時に，ネパール・中国の平和

友好条約が締結される。

同じ頃，ネパールにおけるインドの経済活動と

経済権益を削減し，インドへの経済的依存を減ら

し，ネパールω国家経済を建設しようとの努力も
見られる。 1957年7月にネパールに独自の外貨勘

定保有を認める協定がインドとの間に成立した。

またこの協定でネパールは，インド以外の国への

輸出に独自の関税・輸出税を課す自由が認められ

た。さらに，経済問題ではないが1957年10月には，

ネパールのすべての学校教師はネパール国籍証明

書を保有する者でなければならないとの条例が交

付された。これは平和友好条約の第6,7条に紙触

する措置であるが，インド政府は抗議していない

1950年通商・貿易条約は， 1960年9月11日に貿

易・通過条約に置き換えられた（出10）。時期として

は， 上述したように中印関係が険悪の度を強めて

いる時であることに住日したい。この情勢を反映

して新条約には，インドが個別問題では譲歩した

箇所もある。

2ラ



1993100028.TIF

新条約の組立は，貿易，通過，一般条項の：t古II

に分けられ，問題別の扱いと，それぞれの問題の

統一的処理の試みが認められる。この条約の特徴

点は，問題別の扱いにより通過問題を個別問題と

して認識したことである。これは，貨物通過問題

と貿易問題は別f闘の性格であるから分離すべきだ

とのネパール側の要求に応じたものである。その

ほかには，条約付属文書で．ネパール政府にイン

ドとの貿易品への現行課税体系の継続を認め．ネ

パールの新興産業の製品を保護するためにインド

からの輸出品に保護関税，また輪入規制を認めた

点である。ネパール産業の保護が配慮されている。

しかしその一方で，インドが「i国の経済的利益

の保護を念頭に地域的な経済統合の概念を前面に

押し出してきたことも大きな特徴である。そのこ

とは，条約の前文に記されている。前文は，「両

｜五｜の経済協力強化のために，また，共同市場とい

う目的に向かつて経済を発展させることから生じ

る利益を確信して」貿易・通過条約の締結を決意

した，と述べている。共同市場を目的とすること

が自明のこととして述べられている。この点で，

上記したようなネパール産業保護のための措置は，

インドが目的とする共同市場の中で機能する抗置

ということになる。したがってこの貿易・通過条

約は，ネノfール産業保護よりむしろ，インド経済

とネパール経済の一体化，つまりインド主導の共

同市場建設の試みとして理解すべきであろう。

同条約の貿易O)T(iは6条からなっており， J1f1j同

産品の交易を拡大し（第1条｝，双方の産品で相

手同で消費される物資は関税，泣規制などを免除

し（第2条），公的道徳を損なう品，人体・動植

物に有害な品，国家財産，金銀などの特定物資を

規制し（第3条），両国間の財とサービスの代金

決済は従来どおりとし（第4条入相互の第三岡
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貿易はそれぞれの規制に従い（第5条），第三間

との貿易決済はそれぞれの外貨規制に従うが，外

貨に関する両国の法規に対する違反と回避を防ぐ

よう協力する（第6条）ことが，定められている。

通過に関しては，両国の対第三ドl輸出入貨物に

ついて相手国の領上通過の自由を認め（第7条），

通過中の貨物とは，その貨物が締約国の国境で開

始し終了する輸送の一部として移動しているもの

を立l床し．積み替え，保管，開梱も含み，この輸

送を通過輸送と呼ぶとし（第8条入通過貨物は，

輸送費用と通過の際のサーピス経費を除いて，関

税およびあらゆる通過費用を免除され（第9条），

通過手続きは議定書で定め，手続き上の不備以外

に通過の遅延，阻止をせず（第10条），通過輸送

は合意取り決めに従う（第11条）となっている。

一般規定では，，国際協定上の義務，条約運営上の

調整と協議に触れており，条約の有効期聞は5年

間でさらに 5年間の延長を可能としているc

新条約へのネパール側からの批判の主なものを

挙げると，まず，第2条の，関税障壁をとり除い

た共同市場での競争では，経済的に後発のネパー

ルは不利であるという批判がある。この規定は，

ネパールを消費用原材料の供給国でインド製品の

輸出相子［Ji］としてとどめるのみで，ネノfールの経

済発展に対する配慮に乏しいと見る。通過国が貨

物の移動を統制できるという条件下では，この規

制はネパールにとって大きなマイナス効果を発す

るよとは谷易に理解できる（淀川。

次は第5条である。これは第三国貿易に関する

もので，前述の19日年協定と併せてネパールの第

三i五｜貿易に独自の課税権を認めてはいるが，ネパ

ーlレの対第三国輸入品がインド』こ流入しないよう

協議を要するとの付帯条件がついているc これに

は，インド経済の保護が念頭にあることは明らか
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である。以降，ネパールを経由してインドに流入

する第三国産品問題は，密輸問題として争点とな

っていくり

また，第三国との貿易決済については第6条で，

それぞれの外貨関係法規に従うとあるが，このよ

うな規定は二国間貿易に閲しては不安な規定であ

る。そのうえ，実際上の意味にも乏しいc 当時は，

ネパールの輸入に必要な外貨は，インド政府発行

の輸入許可証に基づき発行され．ネパールの外貨

収入はインド準備銀行が背JI担することになってい

たため，実際上はネパールの外貨決済はインドの

管理下にあったからである（注目c

通過便宜に関しては，貨物通過のn巾が保障さ
れ，関税・通過税が免除され，カノレカッタ港にネ

パールの通過貨物専用の保管所が提供されたコこ

れらの点はネパールにとってはやや前進である。

ただし通過輸送の手続きに関しては，問題の多く

が先送りとなったこと，またそのことでネパール

の第三国貿易が依然としてインドの厳しい統制・

管理下に置かれることとなり，ネパール側の不満

は残った。

（注I) 条約は， Jha，前掲者，付録仏“Treatyof 

Trade and Commerce，＇’351～353ページを使用。
OJ, 2) Shreshtha, B. P., An Introduction to Ne伊

Lese 五'ronomy，第4版，カトマンドゥ， RatnaPustak 

Bhandar, 1981年， 148～149ページっ

(i_t 3) Rose，前同書， 186～187ページ。

(i-J.: 4 ) Jha，前射台， 137～150ページほか。

（注5) マへンドラ国王即位式は1956年5月。

（注6) アチャリヤは1956年1月に就任，その後任の

シンは57年7月に就任。

（注7) Jha，前掲書， 155～164ページ。

（注8) コミュニケは， LokSabha Secretariat, For-

eign Pο／icy of India: Texts of Document，、794759，第
2版，ニューデリー， 1959年， 375～376ページを使用。

（注9) Jha，前掲書， 168～170ページ。

インド・ネパール関係

(i主10) 条約は，向上脅，付録D，“Treatyof Trade 

and Transit，”353～356ページを使用。
（注ll) Pradhan, Gajendra Mani, Tr,肌 sitof Land-

J削除dCo附 triesand Nepal.，ジャイプール， Nirala 

Publications, 1990年， 152～153ページ。

｛注12) Shreshtha，官官掲書， 150～151ページ。

III 経済外受と政治外交

とごまで，インド・ネパール問題を主としてイ

ンド・ネパール・中国関係という視点から見てき

た。そのひとつの理由は，ネパールの対外関係が，

このI時点まで中国とインドとの関係に限定的であ

ったためである。ネノfールは， 1955年に国連に加

盟し， 56年にはソ連と外交関係を樹立するなど，

外交の幅を徐々に広げてはいたが， 50年代未頃ま

でのネl¥-Jレの外交は，対インド，対中国関係iこ

絞られていた。

しかし続く 1960, 70年代；こは，新しい要素がイ

ンド・ネノtール関係に影響を与えるようになる。

それらの要素の中心むは，ネパールの対外関係の

拡大と，南アジアの国際関係の変化がある。後者

には， 1962年10月の中印武力衝突以降の中印関係

の冷却化，カシミ －）レを巡るインドとパキスタン

の対立(I主I）があり，さらにはパンクラデシュの誕

生という事件が続き，インドとソ連の関係が緊密

化し（iれ），その反面，米印関係が冷えこむ。その

過棋で南アジアの国際関係は大きな変化を遂げる。

このような南アジアの変動の中で，インド・ネ

ノfール関係も変化せざるをえず，これが両同ω交

渉とその結果に反映するようになる。ネベール側

の戦略には，外交の幅告さらに広げ，インドとの

交渉ω中でそれを有効に利用するという選択版が

できたQ これに対してインドも，変貌する南アジ
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アの国際関係の中でネパールとの国家関係を調整

しなおす必要が生じた。このことを反映して，イ

ンドとネパールの交渉には，両国関係の「特殊・

緊密」性の強調は控え気味になり，経済関係を規

定する諸制度の改革と確立に邑点が置かれるよう

になる。しかしこれは経済問題が政治・外交問題

から切り離されたことを意味しない。中国との関

係が険悪な状態でインドは，中国に対する緩衝国

家としてのネパールを重視する基本線を変えるこ

とはできず，したがってネパールとの「特殊・緊

密」な関係を維持する必要性は減じていない。

1960年貿易・通過条約は70年10月に失効したが，

条約更新が遅れ， 71年snに新条約が結ばれた
（注3）。新条約では，前の条約にあった F共同市場J

の字句は消えている。しかしその構想自体は，棺

互に優遇措置の供与，貿易関税による調整，輸出

入品目の制限という形で残っている。これに力[Iえ

て，ネパールの対応次第でインドが経済的損害を

被る可能性が浮卜してきたととから，インド経済

保護の思想がより鮮明に出されている。

新条約は前条約同様，貿易，通過，一般条項の

3本立てとなっている。貿易では，輸出入関税・

課徴金，量規制を含む輸入規制の面で，第三同に

与える以上の優遇措置を相互に無条件に与え（第

2条），インドはネノtールからの一次産品輸入に

は関税と量規制を課さず（第3条人インドはネ

ノ｛－ル製の工業製品輸出に関税と量規制の而で特

別優遇措置を与え（第4条），ネノtールはインド

からの輸入に関税・量規制を完全もしくは部分的

に廃止し（第5条），両国の決済はそれぞれの外

i五l為替法規に従い（第6条），外貨と貿易に問し

では締約国の法規に対する違反と回避の担止に努

める（第7条）となっている。

通過では，通過輸送に通過の自由を与え，しか
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しこの内由が通過国ω正当な権利の佳害とならな

いよう必要な手段をとり（第8条），双方国内の

買物の通過を通過輪送とし，積み替え，保管，開

梱，輸送手段の変更，機械の組立，分解，再組立

も，通過輸送貨物の通過とみなし（第9条），通

過輸送には輸送費用などを除き関税，輸送課徴金

などを課さず（第四条），輸送の便宜のためにイ

ンドは，出入地点で輸送前の通関持ちの貨物の保

管所をインドの法規に従い設置し（第11条），通

過輸送の手続きは議定書に従い（第四条入賞物

の棺手国内通過は規定に従い（第13条｝，通過の

自由は十II互に必要とする物資と，輸出しうる物資

に適用され，双方は（a）相手国からの輸入品と，相

手国からの輸入原材料比が出荷価格の50~＇λを超え

る製品の対第三国再輸出，（b）第三国からの輸入品

と，第三国からの輸入原材料比が出向価格の50ぷ

を超える製品の相子同への再輸出を防ぐために必

要な措置をとり協力する（第14条），などとなっ

ている。条約の有効期間は5年間，更新によるさ

らに 5年間の延長を定めている（第四条）。

この条約に付属して，議定書，覚書，交換公文

があり <H:4 ！，そこではネノt-Jレの対インド輸出と

インドの輸入関税規定，ネパールの輸出入貨物へ

のカルカッタ港での施z没供与，インド国内の貨物

通過ルートと通過手続きなどが細かく規定されて

いる。

以トに.1971年貿易・通過条約の注Hすべき点

を挙げておきたLh。まず，ネパール産品のインド

市場参入に関しては，（1）ネパーノレ産原材料は関税

・泣規制免除，（2）ネパール産原材料もしくはネノt

ール・インド産原材料比が出荷価格の90~＇λ以上の

ネパール産品は，基礎関税・量規制免除，ただし

インドにおける同様製品へのインド消費税に相当

する率で追徴税を賦課，（3）ネパール産原材料・労
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働比が出荷価格の50~＇λ以上であるネパール産品は，

個別にインドが取扱いを決定，（4）第三国産原材料

比が出前価格U)50山以上のネパール産品は，イン

ドへの輸出を禁止し，ネパール政府は輸出禁止措

置をとる，となっている(it5九これらの点は，ご

の条約でようやく一二国間関坊の多様化が扱われる

ようになったという事実とともに，インドの基本

姿勢はインド市場と産業の保護であるという事実

も示している。加えて， 90~＼；：にせよ 50：エにせよ原

材料比や労働比の算定基準が明確でないため，通

開業務の遅滞と回避の発生が避けがたい状況とな

り，ネパール製品のインド市場参入を阻害した

｛注6)

ネパール産原材料・労働比が出荷価格の50ぶ未

満の場合，ネノfール製品のインドへの輸出の道が

閉ざされることとなったが，その典型例がステン

レス鋼と合成繊維である。どれらの製品はインド

が外同からの輸入を禁止してきたため価格がよく，

ネパールが原材料を第三国から輸入し，単純加工

を施した後，ほとんどをインドに輸出することが

できた。売れ行きも好調で，ネパールにステンレ

ス加工，合成繊維加工工業が急成長した。しかし

1971年貿易・通過条約で，第三国から輸入の原材

料比が出荷価格の50；；＂；；：以上であるすべてのネパー

ル製品がインドへの輸出を閉ざされた結果，これ

らの産業は急速に表退してしまった。ニのように

原材料比条件は，ネパールがインド市場を利用し

て工業化を図ろうとする際のボトルネックとなり，

そのため以降の交渉の争点となる。

一方通過については，通過の自由が。両国が必

要とする物資と輸出しうる物資にのみ与えられ，

逆に十［lF国つまりインドへの製品輸出と再輸出に

対する警戒が強められている点が重要である。と

くに第8条は，符物通過が通過国であるインドの

インド・ネパール関係

利益を損なわないことを主眼としており，第14条

は，貨物通過国であるインドではなく内陸国ネパ

ールを規制する性格のものである。前進した点は，

カルカッタ港での施設供与と，ネパールとカルカ

ッタを結ぶ11カ所の通過輸送ルートの設定である

lif7) （第2凶）。

1971年貿易・通過条約は5カ年を経過して76年

8 Jl 15日に失効したが，新条約が78年3月25日に

発効するまで延長して運用された。 1978年の新条

約＜itH）は，貿易条約と通過条約に二分されている。

ζの問の事情を簡単に説明すると以下のとおりで

ある。ネノfールi主，貿易は変動することから頻繁

な条約修正が必要であるが，通過問題は内陸国の

利益を守るための制度に係わる長期的な問題であ

るため，両者を一括することは無理であるとして

条約の分離を希望していた岨9）。これに対してイ

ンドは，ネパールの経済行動の逸脱がインド市場

を撹乱しうるという懸念から，宵坊と通過の分離

を渋ってきた。今回の更新で、ネパールの希望が叶

ったのは，インドに，インドドl民会議派政権に代

わってジャナタ党 (JanataParty）政権が誕生した

さとと関係ある。ジャナタ党政権は近隣国に対し

て友好的な外交姿勢をとった（illO）。条約の内容も，

たとえば，関税・量規制なく棺互に輸出入できる

製品の原材料比引き下げ，カルカヴタ港での施設

供与規定．通関手続き規定，貿易・貨物通過ルー

トの拡充なとJネパールに歩み寄った部分が見ら

れる。またζの時，不法貿易取り締まり協力協定

も結ぼれた。この協定の目的lま，ネパールが第三

岡から輸入する貨物が，ネパールを経由してイン

ドに流入するのを防止することである。

新貿易条約は，関税・貿易課徴金，量規制を含

む輸入規制に関して第云国への優遇措置を上回る

優遇措置を相互・無条件に付与し（第3条），一
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ffi 2図 1971年貿易・通過条約と1991年通過条約の通過輸送ルート15カ所

（出所） 筆者作成。
(i_主） ＊は1991年通過条約で追加されたルート

次産品への主主舵関税・量規制を相互に免除し（第

1条），インドはネパールl：業製品の輸入に関税・

量規制の点で特恵待遇を与え（第5条）。ネパ←

ルはインドからの輸入全体もしくは部分に付する

問脱・震規制の免除に努力し（第6条），定則協

議の実施を約束し（第11条入宵効期間を 5年間

とし，さらに 5年間の延長を可能（第12条）とし

ている。

貿易条約につけられた議定占では，相h'fマ幼拡

大のために輸出入無規制品・課税免除品の貿易ル

ート21カ所が設定されている（削Ii（第3図）。また，

インド・ネノfール産の物資は相江に無規制で移動

が認められているが， (1）第云国への輸出禁止品，

(2）販売価格統制品，国内移動規制品，（3）第三国へ

ω流出を防ぐための相互輸出禁止品は，移動が規

制される。宵坊禁止品・期制品ω輸出は，協議の

うえ年間輸出割当を設定する。割当以上の輸出は

禁止措置をとる。インド産品の対ネノtール輪出に

際しては，インドは，すでに課徴したインド消費
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。ナ々サル
。パリ・
ガルガリア

税十ll'-'1舶をネパール政府に支払うのただし支払舶

は， r，仲1tの対第二国製品輸入に対してネパールが

課した輸入税を超えないものとしている。これは，

ネパールの対第三国輸入への牽制，インド製品ω

市場確保，ネパール0）第三国輪人品のインド流入

防止などのためである。前条約では，基礎関税・量

規制免除製品の条件として出荷価格の90ぶ以上の

地元産原材料比となっていたが，新条約ではこれ

が80みに引き下げられた。しかしネパール産原材

料・労働比が出荷価格の50ぶ以上であるネパール

産品を，インドが優遇輸入するという点には変更

がなL、。また最後に，基礎関税と最規制免除でトイン

ドに輸出できるネパール産品のリストが添付され

ている。品目の大半は農産物とその加工品である。

通過条約には大きな変化はないのただし，条約

の有効期l聞が7年間となり，さらに7年間の延長

が可能｛第11条）となったe

付臨する議定書には，カルカッタ港で提供され

る施設の内容，経t1i，インド税関の業務内容，通
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インド・ネノ｛－1レ関係

第 3図 1978年貿易条約の貿易ルート21カ所

2 

3 

1パシュノVティナガル／スキヤ・ポカリ 2カカルビッ 7／ナケサルパリ 1パドラプル／／ガルガリア
4ヒラトナカ守ル／ジョグハニ 5セ卜川ンダ／／ビームナガル 6ラージビラージ／ニルマリ（ケナウリ）
7シラノ＼ジャナクプル／／ジャヤナガル 8＞ャレシュワル／ピタモル（スルサンド） 9マラングワ／
ソーナパルサ 10ガウル／ハイルガニア 11ピルガンジ／ラクソウル 12パイラワ／ナウタンワ 13 
タウリハワ／ショレトガル 14 7 ＇）シュナガル／パラウニ 15コイラハス／ジャルワ 16ネパールガン
ジ／ネパールガンジ・ロード 17ラージャプル／／カテルニヤガート 18サティ（カイラリ）／テイコニア
19タンガディ／ガウリ・パンデ 20マヘンドラナガル／，、ンハサ 21マハカリ／ジュラガート（ビトラ
ガル） 22ダルチュラ／／ダルヂュラp

<:11ρifi) 筆者作成。

0.主） ／の左がネパール側の地名，布がインド側の地名。 22は1991年貿易条約で追加されたル
一ト。

過地点のリスト（iU2），貨物の扱いなどが記載され

ている。また通過条約には覚書も添えられており，

これにはネパールの対第三国輪出入に関するイン

ド通関での手続き，申請書類，通開業務の＇＂＇符が

記されている。

これに関連して， 1978年にインドとバングラデ

シュが，ネノf-1vtこ第三国への通過便宜を与える

合意；覚書に調印したことも触れておきたい（／/13）。

この覚書でインドとバングラデシュlムパングラ

デシュとネパールに挟まれたインド領の回廊部に

鉄道を渡してノ可ングラデシュとネパールを結び，

バングラデシュのチッタゴン港，チャルナ港に至

るルートを開設することに合意した。これが実現

すると，カルカッタ以外の対第三国交易ポイン卜

の確保というネノfールの悲願が達成されることに

なる。この計画は，この覚書の一方の当事者であ

ったインドのジャナタ党政権の崩壊で挫折してい

るが，インド政府の対ネパール政策が当時，ネノ{ 

－，レに宥和的であったことを物語っている。

1978年の2条約と同時に，不法貿易取り締まり

協力協定が締結された。これは，ネパールが国内

需要をはるかに超える物資を第二三国から輸入し，

そのほとんどがインドに密輸されるとLhう状況に

対処するためであるの向国はこの協定で，両国間

の長い「オープンボーダー」（ii:141と， 人と物資の

自由な国境移動から生じる非合法貿易のインドに

JI 
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与える損害を防ぐ措置をとることに合意した。協

定の内容は，法規制の強化，再輸出の禁止，再輸

出される可能性の高い物資の輸入禁止などが中心

である。協定の有効期間は5年間で，合意iこより

5年間の延長が定められている。

1978年の条約は，貿易と通過を分離した点で，

ネパールにとっては予想外の成果であった。しか

しインドでは，ジャナタ党から政権を奪い返した

インド国民会議派政府が，次の条約更新時に1978

年の譲歩を覆そうとする。そのため，次の条約交

渉は難航する。

（注1) インドとパキスタンは， 1948年第1次ff］パ戦

争， 65年第2次印パ戦争， 71年第3i欠印ノf戦争を経験し

ている。第3次印パ戦争で東パキスタンがパングラデシ

ュとして独立した。カシミールを巡る印パ関係の近著に

は，外務省アジア局南西アジア課「70年代以降のカシミー

ル問題」 1992年堀本式功執筆がある。

（注2) 1971年8月にインドはソ連と平和友好条約を

結ぶ。

（注3) 条約は， Appadorai,A.編， SelectDocument, 

on India包ForeignPolicy and Relations, 1947 1972, 

第2巻，デリー， OxfordUniversity Press, 1986年，

“Treaty of Trade and Transit，”20～25ページを利用c

（注 4) これらの文書は，商湾憲一朗「ネパールの歴

史 対インド関係を中心に一一」勤草書房 1985年

335～338ページを参照。

（注5) Shreshtha，前掲書， 151～153ページ。

(i主6) Pradhan，前掲書， 163～164ページc

（注7) ガルガリア（Galgalia），ジョグハニ (Jogbani）、

ビームナガル（Bhimnagar），ジャヤナガル (Jayanagar),

ラクソウル（Raxaul)，十ウタンワ（Nautanwa），パラウニ

(Barauni），ネノすールガンジ・ロード（KepalgunjRoad), 

ガウリ・ノfンタ（GauriPhanta），ノtンパサ（Banbasa）。お

よびスキヤ・ポカリ（SukhyaPokharilo 

（注8) 1978年貿易条約，通過条約は， TradePromo-

tion Centre, Nepal.Jndia: Treaty of Trade, Tr，印 tyof 

Transit, Agreement of Co・operation，カトマンド ι司1978

年を利用。

（注9) 1976年に条約更新のために派遣されたネパー
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ル政府代表団は，貿易条約と通過条約の2つの条約草案

を携えていた。 Muni,S. D., Indw and Neβal: A Chang-

ing Relationsluムデリー， KonarkPublishers, 1992年．

126～127ページc

(1主10) インドが条約分離に合意した理由を説明する

ことは難しししムニlム 1978年の条約分離を，「政権交

替という事態はあっても．この点（条約，不法貿易，密

輸問題 引用者） （こ関してインドの立場は変わってい

ない ことを考えると， 謎であるーと評し，「恐らし

デサイ首相の個人的判断て’動いたのだろう」と推測して

いるc 向上書 127～128ページつ

(i主11) これらの地点は前条約iこ明記された11通過輸

送ルートにlQ1t,ートが加えられたものである十

(i主12) 前条約で挙げられた通過地点をもとに．これ

を一部修正し 13地点としている。

(/tl3) 1978年8月14tl調(:[Jc

(i主14) ネパール・インド国境は「オープンボーダ－－

といわれるつ西津は．オープンボーダーの語が正式の公

文書ーに現われるのは，この1978年協定が最初ではないか

と指摘しているc 丙津荷掲書 141ページ

N 紛糾の1980年代を経て F関係

正常化」の90年代へ

1980年代のインド・ネパール関係の特散は，強

まる政治摩擦と経済摩擦である。その根底には，

インドとの外交関係に距離を置くことを念頭に入

れたネパールの対外姿勢があり，政策がある。ネノf

ー／レは，この政策lこ基づいたインドとの関係調整

を，正当な国家建設の過程と主張するが，それは

インドの外交路線から見ると不和要因となり，こ

れが反映して経済摩擦も強まった。

5年間の有効期間を持つ1978年貿易条約と不法

貿易取り締まり協力協定は83年3月25日に失効し

たが，同年3月21日付けの交換文書でさらに5年

間の延長が決定された。この時インドは，ネパー

ルからの関税・景規制なしの輸入品目を従来の26

品目に10品目追加することに合意した。密輸防止
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策強化も話し合われた。前節で述べたようにイン

ドは，ネパールが第三同から輸入する物品の多く

がインドに密輸出され，インドの市場を擾乱する

問題を，ネパールの輸入政策と規制の不備として

不満を表明していた（出 I）。また，この時の話し合

いでインド側は， 2年間の有効期間を残す通過条

約の協議も打診した。インドの希望は褒坊条約と

通過条約の旧態に復した一本化である。ただし

1980年に政格ーに復帰したインディラ・ガンディ一

首相率いるインド国民会議派政府は，この時点で

はこれを強く要求していない。

両条約のゐ本化問題が緊急ωものとなるωは，

1988年10月以降である。この時， 1988年に失効す

る貿易条約と不法貿易取り締まり協力協定に代わ

る新条約と新協定は，双方の署名を待つばかりと

なっていたっしかし将名がなされすJ旧条約と旧

協定に2度にわたって6カ月の更新を施し.1989 

年3月23日まで継続としたっ一方， 1978年通過条

約は， 85年に7年間ω有効期間が切れた後，さら

に7年間の延長が可能であったものの合意が成ら

ず， 2 度の暫定的な延長措置により 89年：~ Hまで

の継続となっていた。

との不正常な事態は， 1989年2):j28日付けの駐

ネパール・インド大使からネパール政府商業省事

務次官への文書て、急転する。同文書は，「1989年3

月23日に通過条約が失効する」のにともない「貿

易条約と不法貿易取り締まり協力協定も失効す

る！ことを通行し，インドは「新たに一本化され

た町易・通過条約と不法貿易取り締まり協力協定

の折衝」を始める用意がある，「1989年3月23釘

までに新条約（単数｛『JI用者）が締結されない場

合には，インドは新条約発効までネノfールとのこ

｜封Jill貿易をぷ恵国待遇で実行する山意がある」と

している（ii.2 l。

インド・才、 y，－｝レ関係

この通告の理由について，インドのナラシムハ

・ラオ外務大臣（叩時）は下院で1989年4月26!1,

「1988年10月の約束をネノfールが守らなかったた

めである lと説明しているり「約束」とは，いく

つかのインド製品へのネパール輸入関税の引き下

げなどの優遇措置の約束である。さらにネパール

が， 1989'.f1月から 2月にかけて中｜通からの輸入

に輸入税減免措置をとったことも理由のひとつで

ある (ii':lJ。しかし説明されたこれらの即由は，通

告内容の深刻さに対して不十分である。インド製

品への催遇措置の嬰求だけでは，条約・協定ω失

効通告の珂1由とはなりえない。失効通告を理解す

るためには，インドとネノfールの聞に，条約・協

定の失効という事態を招来させるに~るいくつか

の深刻な政治的車L醸が積み重なっていたことに注

けする必要がある。

車L離は，ネパールの対中国外交とそれに対する

インド側の不満から生じていた。その例を挙げ

ると，まず， 1985年にネノtールが中［1'1に，東西ノ、

イウェイ建設プロジェクトへの参加を認めたこ

とである。東西ノ、イウェイはインド同境に沿って

東西を結ぶ幹綿である。国境近くに中国が駐留し

活動するごとに，インドは国防上の懸念を強め，

抗議したのこの件は結局，ネノfール政府が工事制Ii

格を引き上げてインドに建設を委ねるという移で

決着した。また， 1988年央には，ネパールが中Jfil

から兵器輸入を計画し，インドが強く反発すると

いう事件が生じた (ii 1 ）。

そのほかには，ネパールにおけるインド人労働

者への規制がある。「相互自国民待遇」規定は1950

年平和J友好条約の第6条でm:.tされている。しか
し近年ネパールでは，インド人労働者の流入でネ

ノfール人の雇用機会が奪われているとの批判が

強まっていた（if5 l。これぶ対してネパール政府は
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1987年4月1日，インド人労働者に労働許可証を

交付することで規制する方針を打ち出していた。

インドはこれを1950年平和友好条約違反とみなし，

反対した(ii6）。

このように｜両院iが衝突する背景としては， (I）ネ

パールの囲内事情，（2）現行条約体系に関するイン

ドの不満，（3）インドの基本的外交姿勢の3点を確

認しておきたい。（1）は，高揚の抱しを見せ始めた

ネパール圏内の反政府運動を抑える必要から生じ

ている。ネytール政府は，対インド強硬姿勢をと

り，インドに対ずる反感や危機感をあおって焦点

を外らせ，国内怠見をまとめたいという思惑を持

った。（2）は，貿易条約と通過条約の再一本化であ

る。（3）は，インドの対ネパール政策が，インドの

対中国政策とのからみで構築されるという事実で

ある。（2）をさらに敷街すると，インドの要求は，

げ）課税面でイシド産品を優遇する，（ロ）貿易条約と

通過条約を一本化する，川1950年平和友好条約を

はじめとする二国間条約を遵守する，というもの

であるc これに対してネパールは，（イ）貿易条約と

通過条約の一本化を拒否し，（ロ)1950年平和友好条

約の見直しを検討事項と考えた。

インドの通告で， 1989年3月23日の条約・協定

の失効にともない，両国の貿易・貨物通過は停止

された。インドはインド・ネパール凶t克の2カ所

（ラクソウルとジョ夕、パニ，第2図参照）とハングラ

デシュおよびブータンへの通過地点を除くすべて

の国境通過地点を封鎖した。経済封鎖の影響は，

少なくとも両国間の通年の貿易動向には大きな変

動を与えていない。これは，封鎖から除外された

2カ所が，ネパール・インド貿易の大半を担って

いるためである。

しかし，条約・協定の失効直後，貿易・貨物通過

は A 時的に途絶し，そのことによるネパールの経
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済生活への影響は大きかった。貨物輸送の停滞で，

ガソリン，灯油，石炭，粉ミルク，塩，医薬品とい

った必需品の快給に支障が発生し，その結果，激し

い物不足と物価騰貴を招いた。さらに，経済・生産

活動への深刻な影響だけでなく，社会・政治的影

響にも注目したしミ。それは，上記の物資が，主に

国内の軽済的先進地域で消費される必需物資であ

るという事実と関係している。品不足と物価騰貴

が先進地域での不満を呼び起こし，この不満は政

治への不満に結び、っき，後述する19901'干の反政府

運動に吸収されていったと考えられる。インド・

ネパールの衝突の主悶として上に挙げた(I）との関

連では，ネパール政府の政治的思惑は全く外れた

といってよい。インドによる封鎖強行｛ま，ネパール

園内の反インド感情を高めて国内の結束を強める

よりも，反政府運動につながっていったのである。

両国の対立は，その後，両国それぞれの国内政

治変動を経て， 1990年代に入って一応の決着と，

方向性を見せるようになる。まず始めに1989年の

両国の政治状況を見ておきたい。インドでは，

1989年11月に第9次連邦下院選挙を控えており，

政権交替の可能性も出ていた。ネパールはこの総

選挙で，経済封鎖を強行したラジーヴ・ガンディ

一政権よりも，ネパールに妥協的な政権の誕生を

期待していたの －方インドは，ネパールドl内で進

む民主化運動の動向に注目していた。民主化運動

を主導するのはインド同民会議派と緊密な関係を

持つ NCである。インドは，国王のもとでのネパ

ールの外交政策がインドとの摩擦を強めていると

判断しており，政治改革がネパールの「反インド

的ー外交に歯止めをかけることを期待していた。

1980年代末から90年代初めにかけての両岡は，

激しい政治的変動を経験する。 1989年のインド下

院選挙では，ラジーヴ・ガンディー率いるインド



1993100037.TIF

｜刈民会議派が大敗し，代わってV・P・シンを百十[I

とする国民戦線（NationalFront）政府が誕生した。

しかしこの政権は短命に終わり，政治的混乱の末，

1991年にナラシムハ・ラオを首班とするインド国

民会議派政権が樹立される。一｝；ーネパールでは，

1990年に入ってから急速に反政府運動が高まって

いき，ついに同年5月，国王が，王権の削減，パ

ンチャーヤ、ソト政治体制（注目の廃止，政党政治の

彼tん政治の民主化といった政治改革の約束を与

える。この約束に従って同年11月に新憲法が公布

され，それに基づき， 1991年5月に国家代議員会

議（下院）選挙が実施され， NCのG・P・コイ

ララ政権が発足した（注射。

ネパールの政治体制変換は，インドとネパール

の聞の摩擦解消に役立った。まず， 1990年5月に

ネパール国王が政治体制改革を約束し，総選挙ま

での暫定内閣が組織された。ーの暫定内留の首相

となったNCのバッタライは，就任直後の1990年

6月にインドを公式訪問した。インドとの関係修

復がネパール政府の第一の課題て、あったからであ

る。この訪問でネパールとインドは，「相互の安

全保障への配慮を尊重する」ことに合意し，「と

もに自国内で相手｜司の安全を脅かすような行為を

認めず」，「I師同ω聞のあらゆる関係は， 1990年7

月1日まで、に， 1987年4月1日時点、の原状に復帰

する」ことに合，官する共同コミュニケを発表した

liHI）。原状！日l復が，経済封鎖の1989年3月でなく

87年4月1日となっている点は興味深l＞。 1987年

4月1日にネパールが，在ネパールのインド人に

労働許可証の取得義務を課したことを， 1950年平

和友好条約違反としてインドがきわめて不快に思

っていたためである。この首相会談では，インド

の主張どおり， 1950年平和友好条約を国家関係の

大前提とすることが確認された。

インド・ネパール関係

また共同コミュニケに付属する文書(I）で，イ

ンドは，貿易に関して， (1）ネパールからの一次斥二

品輸入は基礎関税免除，量規制なしとすること，

(2）ネパール産原材料もしくはネノfール・インド産

原材料比が出荷価枯の65；，＇；，：以上の製品は，ケー

ス・パイ・ケースで基礎関税・量規制を撤高，（3)

ネバール・インド産原材料・労働比が出荷価格の

40~＇λ以上の製品は，ケース・バイ・ケースで最恵

国待遇輸入税率を50~＇λ減免すること，（4）インドが

輪出禁止・輸出規制と定めている物品は，苦手j当量

を決めたうえでネパールに輸出すること，（5）イン

ドからの輸入について，インド消費税のネパール

への払い隠し金額は，ネパールが第三l五lからの同

種製品の輸入iこ課する基礎・追加関税額を超えな

いとと，その他，石油製品，コークス，石炭輸出

の再開など，を取り決めた。また， 22カ所の貿易

国境地点と15カ所の貨物通過国境地点の囲復，貨

物輸送の再開なども決定された。

一方付属文書（II)でネノfールは，インド産品へ

の特恵関税を復活し，インドからの A次産品を基

礎関税免除とし，第三国への特恵関税はインドの

対ネパール輸出の障害とならないようにすること

などを約束した。さらにネパールは，紛糾してい

たインド人への労働許可証の取得義務を取り下げ，

ネバールの学校に雇用されているインド人の雇用

条件はネノtール人と同等とすることを約束した。

そω他，インド・ネパール聞のインド・ルビーの

流通への規制の撤廃，棺互主義に基づきインド人

lこネパールでの車両登録を求めることなども決定

した。

この合意に基づき両同の経済関係は1989年の経

済封鎖以前の状況に回復した世10）。貿易・通過に

関する部分は基本的には1978年貿易，通過両条約

の確認となっている。この1990年合意が78年の両

3ラ



1993100038.TIF

条約から進展している点は，基礎関税と量規制を

免除されてネパールがインドに輸出できる製品の

1rl,f国産附村料比条件が，出荷価梢のso ：λから65~＇；，

に引きドげられた点である。また合意は，ネパー

ルにおけるインド人の待遇についても及んでいるハ

この点は、インドのネノfールに対する不満が，経

済問題だけでなく両国関係の基礎とインドが考え

る1950年平和友好条約へのネノ《←ルの姿勢にある

ことを示している。ただし共同コミュニケそのも

のには， fiiJ条約への討及はなく，ネノすールによる

中国からの武器輸入への言及もない｛村山。

さて，新体制下での才、パールω総選挙は， 1991

年5月に実施され， NCが勝手IJをおさめ，コイラ

ラを首相とする NC内閣が成立した。‘ニの NC政

府のもとで司ネノfールはインドとの本格的な関係

調整を岡る。コイララ首相は1991年12月にインド

を訪問した。ここで貿易条約と付属議定書，通過

条約と付属議定書さらに覚書，不法貿易取り締ま

り協力協定が調印された（ill2lわ宵易と通過は，ネ

ノfールの希望どおり別立てのままとなったc

貿易条約は，関税・註規制などの点で相互俺遇

を約束し（第3条），相互主義に基づき合意品目

に関して ）.~礎Ill］税・量規制を撤廃し（第 4 条），

インドはネパール工業製品の輸入に問税・量規制

の面で特恵待遇を与え（第5条），ネパールはイ

ンド製品に可能なかぎり全面的もしくは部分的に

関税・量規制を免除する（第6条）こと，などを

定めたの付属のI議定書では，十tl/f.貿以上の取り決

めがなされ，貿易条約第3条については，インド

拠品のおIネパール輸HIにネパールが税制上ω優

遇措置を与え，第4条に関する優遇品目が明記さ

れ，第5条については，基礎・追加関税と量規制

免除でインド市場に参入できる製品のネパール産

原材料もしくはインド・ネパール産岡村料比が，
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従来の出荷価絡の65ぶ以上からさらに下げられて

55ぷ以上と定められた位13）。また，インドとネノf

－ルω生産コストの差額にも配慮し，差傾i調整

機関を設置している。さらに，相互貿易のルート

22カ所が明記されて，インドに特恵輸出されるネ

ノtール産品のリストが添付されている。また，手

続き・処理の迅速化・簡素化への努力も見られる

（沌14）。条約の布効期間は5年間で，さらに5年間

の延長が可能となっているc

通過条約の内容は基本的には1978年の旧条約と

変わらないが，全体的に，通過輸送の便宜への配

慮がIIl条約よりは強まっている。付属の議定需は，

！日条約同様，通過貨物の取扱い，手続き，便宜の

内容などの詳細を規定している。また， 15カ所の

通過地点、が明記されている（第2図）。条約の有

勅期間は7年間で，さらに7年間の延長を可能と

している点もIll条約と変わらない。付随の党三？は，

ネパールへの通過貨物の通関手続きに関する細則

である。輸出入手続きの簡素化が試みられている。

不法貿易取り締まり協力協定はー従来と同様ネ

ノfールの第三国からの輸入品のインドへの街輸防

止を主眼としたものである。合意した例外を除き，

第三［Iiiからの輸入品および第三国からの輸入原材

料比が出荷価格の50~＇，~を上回る製品の相手国への

再輸出を禁止し（第：i条），再輸出されうる製品

ω輸入への制限措置の検討を約束し（第4条入さ

らに．密輸情報の交換と検討，定期協議（第L

6, 7条）などが定められている。この協定の有

効期間は5年間で，さらに5年間の延長が可能と

なっている。

1989年の経済封鎖を経た90年の合意がおおむね

78年O)IH条約に沿ったものであるため．それを下

敷きにした1991年貿易，通過両条約は，内容的lこ

は旧条約， 90-4'-合意と大きく変わっていないけた
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だ，地元産原材料比が出荷価格の55~＇ふに引き下げ

られたこと，貿易条約と通過条約の2本立て体制

が維持されたことなどは，インドからネパールへ

の継続的な譲歩といえる。

コイララ首相訪印の答礼として1992年10月にイ

ンドのナラシムハ・ラオ首相がネパールを訪れたハ

1980年代末に緊張をはらんだインド・ネパール関

係は， 90年， 91年にかけて修復され，特lこ91年末

のコイララ首相のインド訪問で関係正常化プロセ

スが一応の終結を見るとともに，以降の両国関係

の方向性も見極めがつく状況に至った。そのため

ラオ首相のネパール訪問は，おおむね友好的かっ

前向きなものとなった。この訪問で貿易関係はさ

らに前進した。出荷価格の55ぶまで引き下げられ

たネパール製品の地元産原材料比条件は，さらに

50ぶにまで下げられ，地元産原材料としてネノ｛－

ル人労働を算入することも決定された。ネパール

のインド・ルビー不足という事情を配慮、して．ネ

パールはインドとの輸入決済を交換可能外貨で実

行できることにもなった。また，対インド輸出手

続き簡素化の措置では，ネパールの要請に応じて

インドは，煩雑で時間のかかる輸出許可証申請制

度を廃止し，代わりにネノfール政府発行の生産地

証明書を添付することで合意した。これは，第三

国製品がネノfールを経由してインドに流入するこ

とを防止する措置にもなる。

（注 1) ネパールからインドへの密輸出の額は把握し

にくい。チャトルヴェディは，国境税関で摘発され押収

された物資の時価額を参考に挙げている。 Chaturvedi.

S. K，“Indo Nepal Relations: Tension Areas，” Foreign 

Affairs Rψorts，第38巻第5号， 1989年5仏 75ベーシ。

ムニは， 1978年から 89年の間の両国間密輸額は二国間

の公的貿易額の8倍から10倍といわれると記述している。

孔1uni,India and Nepal ...・ 128～129ページ。

（注2) 同上書 129ページヮ 1989年2月28fl付け文

インド・ネパール関係

書は，同書，付録2，叫LetterDated 28 February 1989 

from H. E. Ambassador of India to Commerce Secre-

tary of Nepal," 144ページを使用。

(1主3) 1987年6月iニネパールは60ぷの迫力日輸入税を

実施したが，中国からの輸入iこ関してはこの迫力日輸入税

を免除したっこれに抗議したインド側iこ，ネパールは善

処を約束したが，約束は実行されなかったr Chaturvedi, 

前掲論文句 77ペーシζ

( l主4) Times of India, 1989年3月1sr 1 1土中国から

の兵器の輸入契約額を2000万＼と報じているが‘輸入実

行額はこれよりはるかに少なかったようであるわインド

の抗議後，ネノfールは輸入を実行していなL,, 

{i主5) ~fjlj を挙げると， 1980年代半｛まからネパール

の対第三国輸出の花形として急成長している縫製品産業

がある。これを支えるのがインド資本と，これに付鎚し

て流人するインド人熟練労働者であるため．才、ベール人

の経済機会の剥j奪であるとして不満か高じていた。

（；主6) さらには，ネノ，－ 1＼，国籍証明書発行問題もあ
る。 1980年代初め以降，ネパールの人口増加率の高さ，

なかでもインドとの国境地帯の人11増加率の高さを．イ

ンド人の流入場と結びつけ，対インド人警戒論が盟主んに

出てきたc ーインドからの流人人口による人口FftJJ 論

は，ネパール国籍証明書発行の要求lこ発展した。これは

「相互自国民待遇」条項への規制措置であるとのインド

i則からの不満や，国境地帯tこ居住するインド系ネパール

人の識別・差別を意図しているのではないかとの疑惑を

生んだこ

（注7) パンチャーヤット政治体制については，井上

恭子 rネパールの地方制度J（財団法人地方自治協会 rア

ジア諸国の地方制度11993年）を参照。

(i主8) ネノfールの新政治体制，国家代議員会議選挙

結果は，井上恭子「新政治体制の発足」ドアジアトレン

ト）第56号 1991年 N）／同「ネパールの新政治体制ー

( ア海外事情』第40巻第11号 1992年11月）を参照c

(i主9) 1990年6fllOf'l発表、、共同コミュニケ全文と

付属文書［主、 EconomicTimes, 1990年61-l 111:-lを参照c

(i主1刷 新協定の調印は1991年12月のコイララ荷捌の

訪向Jを待つことになるつ

（注11) 会談後10［］のi両首紺共同記持会見でハッタラ

イ首相は．中国からの武器輸入契約は前政府が取り交わ

したものである，現政府は契約の実施を差し止めており，

この問題は今後検討したい，インドの兵器価絡は中国が

提示する｛適格の5倍する，もし価格が折り合うならばイ
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ンドから購入しない理由はない，などと述べた。 States

man, 1990年6月11日。

（注12) これら文書は， Muni,India and N云，pal.. 

文書6，“Treatyof Trade.”“Protocol to the Treaty 

of Trade，＇’文書 7，“Treatyof Transit," "Protocol to 

the Treaty of Transit，”“Memorandum，”文書8'

“Agreement of Cooperation to Control Unauthorised 

Trade，＇’200～234ページを使用。

（注13) これに関連して，ネパール側の主張で，品目

によっては，ネパール人労働を地元産原材料に算入する

ことを検討する案が示された。

（注14) たとえば，ネパールからインドへの輸出手続

きの中に，カトマンドゥのインド大使館に提出する輸出

許可申請がある。ニれは従来，許可・不許可がおりるま

で2年もかかり，許可期間は2年間ということでネパー

ルの輸出業者に不評であったが，今回，処理を4カ月以

内とし期間は5年間に延長された。

結
三ε、
面開

これまで見てきたように，インドとネパールの

貿易・通過問題の交渉は，両国の立脚点の違いか

ら生じる問題を抱えて進展してきた。それは，イ

ンドからいえば自国の安全保障と経済開発の必要

を考慮した結果であり，ネノfールからいえば独自

の国家建設と，その過程で発生する政治・経済的

困難の解決を念頭に置いた結果であるc

ネパールには，内陸国という地理的制約がある3

そのことから生じる問題の多くは，隣接する大国

であり唯一の通過国であるインドとの交渉で解決

していかざるをえない。しかしインド・ネノfール

聞の貿易・通過体制は，その出発点からまずイン

ドによる自国の国益への配慮、が優先し，ネパール

をインド経済圏に従属させることが国益となると

の判断があった。その状態をネパールが，国家建

設への障害，経済発展への制約と考えたことは想

像に難くなし冶。

ネパールが独自の経済建設を試みるその過程で－
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インドとの経済摩擦が発生する例は，第III節のス

テンレス鏑，合成績維に晃られる。また，ネパー

ルが貿易多様化つまりインド以外の国との貿易拡

大を目的に導入した通貨管理政策は，インドへの

過度の経済的依存を和らげる役には立たず，逆tこ，

密貿易の横行などでインドとの摩擦を招いた悦 I）。

インドがネノfールをどのように捉えているかを

端的に示すものは， 1989年の経済封鎖iこ関連して

インド外務大臣がネパール外務大臣iこ宛てた書衝

である（注2＼書簡は強い調子でネパールを非難し

ている。インドは，友好関係の強化を願うインド

に対して，ネパール政府は国内で、反インド賓伝工

作をし，しかしインドとの友好を求めている振り

をしている，とネパールを非難するc さらにネパ

ールが要求するものは矛盾に満ちているとして，

条約分離要求，インドとの特別な関係の拒否，最

恵国待遇貿易の要求，など10項目を列挙しているc

そのうえで，討議すべき具体的項目として， (1）イ

ンド・ネノfール関係の見直し，（2）「労働許可」制

度と形式・精神両面での1950年平和友好条約の運

用，（3）貿易，通過，非合法貿易の防止，必需品の

供給，（4）経済協力全般，（5）安全保障問題と相互了

解，を挙げている。きわめて率直に苛立ちを示し，

非難を連ねる一方，基本的にはインドの国益lこ沿

った形での特殊・緊密な国家関係が最善のもので

あるとして話し合いを提起しているのである。こ

の文書には， 1950年平和友好条約を不平等と見る

ネパールへの配5邑また，大国インドに瞬接して

圧迫を感じている極小国ネパールへの配慮，低所

得・低開発の内陸山岳国という状況から脱皮する

突破口さえ見いだせないネパールの不満への配慮

は見られなし'oこの姿勢のくい違いが，インド・

ネパール関係と貿易・通過交渉を錯綜させてきた

といえる。
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ところで，インド・ネノfール関係の本質を象徴

する事件は， 1989年のインドによる経済封鎖であ

る。この事件には，両国関係の2つの迫要な要素

が現われている。ひとつはインドの対中附関係で

ある。中印関係がインドの対ネパール政策を規制

してきたことは第I節で述べた。しかし巾印関係

は， 1988年12月のラジーヴ・ガンディー首棺の中

国訪問以降，はっきりと好転の方向に進んでいる

のである。この1988年の訪問で中国とインドは，

懸案の国境問題について，それが未解決問題とし

て存在するニとを確認し，話し合いで解決するこ

とを約束する一札通常の外交関係の拡大に努め

ることで合意した(ii3）。しかし中印関係の改善は，

1989年のインドによる経済封鎖でわかるように，

インド・ネパール関係には反映されていない。む

しろ経済封鎖が明示するものは，中印二居間関係

が改善しつつあっても，依然として中国は，イン

ドが安全保障の而て、最も警戒しているl刊のひとつ

であるという事実じそのことからインドは「緩

衝国」であるネパールの動きを厳しく来制するこ

とになるという現実である。インドにとって，ネ

パールとの関係で優先すべきことは「ネパールの

対外政策はインドの対外政策の枠を出てはならな

しりとする思想である。「ネパールへの侵略はイ

ンドの安全に深く関係する」との1960年前後の考

えは，冷戦体制の終結，中印関係の改普という状

況変化の中でも変わってはおらず，少なくとも現

在のと長ろインドが対ネパール外交の中で，イン

ドの意思に反したネパール独自の対中国外交を認

める余地はなLh。むしろ中印関係の改善の結果，

ネパールが「チャイナ・カード」を使えなくなっ

たことから，インドの対ネパール外交は確実に符

易になったの

経済封鎖が明らかにしたもうひとつの事実は，

インド・ネパール関係

ネパールの対外経済関係は多様化しているとはい

え，ネパールのインドへの経済依存は依然として

大きいという事実である。経済関係の多慌化を貿

易を例にとって見ると， 1960年代のネパールの対

外貿易は，輸出・輸入の90ぶ以上が対インドであ

った(it4）。しかしネパールの貿易に占めるインド

の比率は徐々に低下し，1990/91会計年度；こは輪出

で22.3ぷ，輸入で32.1ぶに減少している崎町。こ

のようにネパール以外の国との貿易取引の拡大と

貿易品目の多線化はめざましいとはいえ，インド

との貿易は品目構成に特徴があり，貿易相F閏の

多様化では補完されない貿易構造となっている。

ネパールのインドからの輸入品目は，輸送資機

材，食料品，化学品，医薬品， LPG，石炭，工

業原材料，一般消費品など多岐にわたり，輸出で

は食料その他農産物，林産物，家畜など一次産品

が現在でも 8～9割を占めているc つまりネパー

ルはインドからの必需品輸入に依存し， 一Ji.競

争力不足また地理的な条件から第三国輸出がl村難

な農林産物と｜斗加工品を，貿易条約に従ってイン

ドに特恵的に輸出できる。この関係が途絶して，

両国が通常の貿易体制に移行するならば，それに

よりネパールが被る損害は，インドが被るかもし

れない損害をはるかに超えている。

ところで近年，インド・ネパール関係に新しい

要素も生じている。それは，南アジアにおける地

域協力の動き (ii:6）と，インドが1990年代に人って

急速に進めている経済自由化政策である。一二0)2 

つの問題は，両国の経済関係を大きく変える可能

性を持つため，改めて検討し議論する必要がある

が，ここではとりあえず，インドの新経済政策と

インド・ネノfール関係の係わりについてのみ，簡

単に触れておきた＼， •a 過去，インドの経済保護主

義政策が，ネパールの産業発展の機会を阻需して
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きたとし寸事実があり，その意味で，この政策転

換がネノfールの経済，ネパールの対インド関係に

与える影響は検討に値する。しかし多くの点から，

インドの経済政策転換が，ネノ｛－ Jレに経済発展の

大きな機会を与えるとは考えにくし当。理由はまず，

インドを唯一の通過国として持つネパールが，イ

ンドへの従，属から脱却することはむずかしいとい

う点が考えられる。また．自由化されたインドm
場に，インド企業または諸外国資本に伍してネパ

ール企業が参入し活動する可能性は，ネパール企

業の資本力，市場力から見て大きくないc さらに，

ネパール産品の特恵輸入とか地元産原材料比の引

き下げといったネパールへの優遇措置を．経済自

由化を進める中でインドがどこまで維持しうるの

かとの疑問と，ネパールが与えられた特典をどの

程度利用して自国の経済発展に役立てうるのかと

の疑問もある。逆に最もありうることは，自由化

されたインド資本が何らかの利主主を見いだしてネ

パールに進出することであろう。インドの対外投

資規制の緩和に対応して，ネパール政府によるイ

ンドからの投資歓迎発言が相次ぎ，そのための諸

政策が整備されているが，そこから導き出される

結論は，ネパールのインドへの淀属の強イヒという

ことになろう。

1950年平和友好条約締結以降，インドとネノ｛－

ルの関係は，ネパールの国家建設の過程がインド

の国家利益追求という枠組の中で動くという形を

とってきた。この構図の特徴である「ネパールの

インドへの従属J は，中印関係の改善，インドの

経済政策の転換という状況の変化によっても変わ

らない本質的なものと考えられる。

（注1) この例には， 1961年lこ導人され78年まで継続

した輸出業者外貨取得政策があるつこれはボー十ス政策

とも呼ばれ，輸出業者に輸出収入の一定割台を外貨で保
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持することを認め，その外貨で輸入禁止措置がとられて

L為る第三国からの物品の輸入を認める制度である。この

制度は， 11！対インド輸出品が第三週に向かっただけで，

輸出品目の多様化につながらなかったa したかつて12：イ

ンド・ルピーの不足を招き，対インド輸入代金の確保の

ためにネノ｛－／レはドルを売却するはめに焔ったc i3）輸出

額の過大評価を助長した0 (4）不要品，害1多品の流入と151

資源配分の混乱を｛足した。この（5）の例として第Ill鮪で触

れたステンレス講習と合成繊維の輸入があるc 外貨苦手j当の

多くがこれらの輸入に向けられ，ネノすールで単純加工さ

れた後，インドiこ輸出された3 そして（6）インド依存は軽

減されなかった。つまりボーナス制度輸入は，閉鎖経済

のために奪修品などの価格が昌弘丞インド干伊勢をあてにし

ていたのであるョその結果これは，インド・ネパール貿

易関係の紛糾の一国となった， Poudyal，前掲書， 112～

119べ－＞，.また．国内輸出産業への真のインセンティ

ヴともならなかったc

｛？主2) 書簡は， Muni,India and入；epal....付録

4，“Letter from the Minister of External Affairs of 

India to thε:vlinister for Foreign Affairs of Nepal 

Dated 16 June 1989.＇’147～149ページを使用c

（；主3) インド首相としては34年ぶりの中国訪問とな

る0 1991年12月には李鶴首相がインドを訪れ，中印関係

はさらに進展したc 中国首相のインド訪問は31年ぶりで

あるc

(i主4) Quarterly Economic Bulletin, Kepal Rashtra 

Bank. 1974:tf 4月号。

(i主5) His Majesty's Government. Ministry of 

Finance, Eco河omicSu門官y,Fiscal Eうear1991 92，カト

マンドゥ， 1992年，統計表48ページ。

(i主6) 1983年に発足した SARC（南アジア地域機

構）が， 85年：こ SAARC（南アジア地域協力連台）とし

て再出発したc

（アジア経済研究所動向分析部｝

〔イ寸記〕 本稿第2,3図の地名の特定iこは．在カト

マンドヮ日本大使館の多賀政幸氏，および東京外国

語大学アジア・アフリカ言語文化研究所客員研究員

Dr. P. P. Karan (Professor of Geography, Univer-

sity of Kentucky）のご教示をいただ＂たむ謝意を

表したP，なお，本稿は1992年度研究会 90年代イ

ンドの政治変動(II）」の成果の一部であるつ



1993100043.TIF

付表 インド・ネパール・中国関係小＇＂；災

(1949～62年）

1949年10月 中華人民共和国成立

1950年7バ インド・ネパール平和友好条約，通商・
貿易条約調印

10月 中国人民解放軍のチベット進駐

11/ J トリパヴアン国王がインド大使館に保護

を求める。インドに亡命

1951年2JI ｜司E，ラナ，ネパーリー・コングレスω

: r;－協定成立，新内閣発足
5 JJ ljJ!t,Jによるチベットの「民族内治似」化

6月 インド・ネル－Fl相，ネパール訪問

1952年 lfl ネパール・コイララ首相，訪印

2 fl インドが軍事使節団をネパールに派遣

9月 トリパヴアン国王，訪印

1954年4月 インド・中国がチベットに関して協定

4川 イン｜、．ネパールがネパールωコシ川｜止l
J£協定に調印

9 J J ，↓q1,J・同恩来首相がネパールと U)IEJ交を

肴i型

I<HJ ネル一行相，訪中

1955年8Jj ネパール・中国が国交再開

lHJ マへンドラ国王‘訪印
12月 ネパール，国連に加盟

1956年7月 ネパール第1；欠5カ年計磁発足

7 ! J ネパール，ソ連と外交関係樹、I
9} J I、ノ、Jール・アチャリヤ首相， l山l•

インド・ネパー／レ関係

1956年9月 ネパール・ 1j,tgj協定，ネパールがチベツ

トにおける権利を放棄

10月 インド・ラジエンドラ・プラサード大統

領，ネパール訪問

12月 アチャリヤ首相，訪印

1957年 l/1 廃窓来首相，ネノfール訪問

1959年 3H チベット動乱，ダライ・ラマがインドに

じ命

5月 才、ノ｛－ル総選挙，ネパーリー・コングレ

スωコイララ内閣成立
6月 ネル－fj相，ネパール訪問，初の共同コ

ミュニケを発表

9月 中国軍がマクマホン・ラインを越境

1960年 1月 コイララ首相，訪印

3月 コイララ首相，訪中

HJ 周層、来首相がネパール訪問，平和友好条

約を調印

9月 インド・ネパール，貿易・通過条約に調

正11

1961年8月 マへンドラ｜司王，訪印

9FI マヘンドラ同-E，訪中

10/j 中国・ネパール，国境条約締結，ラサ・

カトマンドゥ間のコダリ道路建設に合意

1962年4月 マへンドラ国王，訪印

10付 中印国境紛争，マクマホン・ラインで武

力衝突

（出所） 筆名作成り
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